
決算書掲載頁　109

内
訳

固定資産課税台帳に登録された価格（評価額）に関する不服の審査決定を行う。

委員及び事務局職員が各種研修会等に参加し、固定資産評価について理解を深め、公平・中立な立場から適切な審査
を行う。
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固定資産評価審査委員会事務局

事業： 固定資産評価審査委員会事業 0511整理
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格が適正に評価されたものであるかどう
かについて慎重に審査を行った。
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地方税法第４２３条第１項に規定する、独立の第三者機関で、公平・中立的な立場から固定資産の価格が適正に評価さ
れたものであるかどうかについて審査を行う。
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固定資産課税台帳に登録された価格（評価額）に関する不服の審査決定を行う。
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固定資産税の納税義務者で固定資産の価格に不服のある者

委員及び事務局職員が各種研修会等に参加し、固定資産評価について理解を深め、公平・中立な立場から適切な審査
を行う。
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地方税法第４２３条第１項に規定する、独立の第三者機関で、公平・中立的な立場から固定資産の価格が適正に評価さ
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標

一人あたり

世帯あたり 29

13

事業費

参
考

234

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

その他特定財源

0

0

国府支出金

地方債

73

73

0

0

0

1,674

1,601

0

0.21

0.00

35

15

73

161

161

0

0

0

-288

-449

0

-0.06

0.00

-6

-2

161



事業：固定資産評価審査委員会事業                                

固定資産評価審査委員会は、固定資産課税台帳に登録された価格（評価額）に関する不服を審査決定するため

に、法律に基づき設置された独立の第三者機関で、公平、中立的な立場から固定資産の価格が適正に評価された

ものであるかどうかについて審査を行った。 

 

細事業：固定資産評価審査委員会事業                             

１．固定資産評価審査委員会業務 

固定資産の価格（評価額）は、納税者の税負担に直接関係するため、審査については慎重かつ適正公平に処理し

た。 

 

固定資産評価に係る審査申出の審査について 

項  目 内  容 

申 出 件 数 １件 

審 査 件 数 １件 

 

２．研修会への参加 

 委員及び職員の資質向上を図るため、研修会に参加した。 

期 日 区  分 内  容 場 所 参加人数 

平成２６年 

６月２７日 

固定資産評価審査 

委員会運営研修会 

 

①「固定資産税制度の現状と課題」 

    総務省自治税務局 

    資産評価室長 秋田 隆司 

②「審査委員会の運営について」 

    北九州市税制局税務部税制課 

    税制係長 喜多川 幹生  

③「固定資産税関係判例解説」 

   総務省自治税務局固定資産税課 

   審査訴訟専門官兼資産評価室 

課長補佐 東 高士 

 

和歌山市民会館

小ホール 
   ４人 

 

 

 


